
令和３年５月２４日
中 部 地 方 整 備 局

賃貸住宅管理業を営む事業者の皆様

賃貸住宅管理業法による、賃貸住宅管理業登録制度が始まります
～管理戸数が２００戸以上の賃貸住宅を管理する事業者は、登録が必要となります～

賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律(令和2年 法律第60号)
が、令和３年６月１５日に施行されます。
法律が施行がされると同時に、賃貸住宅管理業者登録規程(国土交通

大臣告示第998号)等は廃止されます。
管理戸数が２００戸以上の事業者が、賃貸住宅管理業を営むためには、

法律に基づく賃貸住宅管理業登録が必要となります。

１，登録が必要な事業者
管理戸数が、２００戸以上の事業者です

２，登録申請受付を開始する日
令和３年６月１５日から登録申請の受付を開始いたします

３，申請方法
①オンラインでの申請が原則となりますが、書面提出での申請も可能です

オンライン申請をするためには、GビズIDプライムの取得が必要です。
GビズIDプライムの取得方法は、ｇＢｉｚＩＤ（経済産業省）ＨＰをご確認下さい。

https://gbiz-id.go.jp/top/
②書面で申請される事業者は、正本１部を【申請書提出先】へご提出下さい。

宅地建物取引業免許をお持ちの事業者、マンション管理業登録を受けた事業者は、
提出を省略できる書類があります。

③営業所に設置する業務管理者になるには、主に２つの方法があります
ⅰ 賃貸不動産経営管理士向け 業務管理者移行講習
ⅱ 宅地建物取引士向け 実務経験(※)＋賃貸住宅管理業業務管理者講習

（※２年以上の賃貸住宅管理業に関する実務経験）
講習情報は（一社）賃貸不動産経営管理士協議会ＨＰ等に掲載されています。

https://chintaikanrishi.jp/about/course_g/

４，現在お持ちの登録番号の取扱い、登録費用
①賃貸住宅管理業登録規程等は、令和３年６月１５日に廃止されます。
②賃貸住宅管理業法に基づく登録申請により、新たな登録番号が付与されま
すので、現在お持ちの登録番号が変わります。
③令和２年６月３０日までに告示制度に基づく登録を受けた事業者について
は、更新回数の欄が（０２）となります。

④登録申請をするにあたり、登録免許税９万円が必要です

【お問い合わせ先、申請書提出先】

〒４６０－８５１４
愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎第２号館７階

国土交通省 中部地方整備局 建設産業課 山口、清水、冨田
ＴＥＬ 052-687-8523 ＦＡＸ 052-953-8606

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/license/housing-management.htm

https://gbiz-id.go.jp/top/
https://chintaikanrishi.jp/about/course_g/
https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/info/license/housing-management.htm


お問合せ先：〒460-8514 愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1

名古屋合同庁舎第２号館７階

中部地方整備局 建政部 建設産業課
電話 ０５２-６８７-８５２３

１ 営業所に業務管理者を１名以上配置
(講習を受けた賃貸不動産経営管理士または２年以上の賃貸住宅管理業に関する実務経験を有
する宅地建物取引士)

２ 受託契約締結前に書面を交付して重要事項を説明
(管理業務の内容・実施方法等について書面を交付して説明(オンライン重説、電子書面も可))

３ 契約締結時に書面を交付

４ 財産の分別管理
(事業者の自己の固有の財産等と、入居者等から受領する金銭を分別して管理)

５ 管理業務の実施状況を委託者へ少なくとも１年に１回報告

１，登録が必要な管理戸数は何戸以上ですか

１ ２００戸以上です

一時的にでも200戸以上になる見込みがある場合は、登録が必要です

２ 200戸未満でも登録を受けることはできますか
登録義務はありませんが、登録を推奨しています

賃貸住宅管理業法による

賃貸住宅管理業登録
制度が始まります

令和３(2021)年

６月１５日から
賃貸住宅管理業登録業者の皆様

２，主にどのようなルールがありますか



よくいただく質問をまとめました

１，登録手続きに関する質問
Ｑ１ これまで告示に基づく登録しています。「新規登録」になるのですか。

Ａ１ 改めて新規登録が必要となります。
登録番号は、全国を通して採番され新たに付与されます。
（告示制度に基づく登録を令和２年６月３０日までに受けた事業者については、更新回数の欄が
（０２）となります。）

Ｑ２ 登録手数料はいくらかかりますか。

Ａ２ 登録免許税法により、登録免許税９万円が必要です。

Ｑ３ どのように申請するのですか。

Ａ３ 原則として、オンライン（賃貸住宅管理業登録等電子申請システム）にて申請を
行っていただきます。郵送による申請も可能です。
受付は令和３年６月１５日より開始します。

（オンライン申請にあたっては、事前にgBizIDプライムの登録が必要です。

gBizIDについては、https://gbiz‐id.go.jp/top/をご参考願います）。

Ｑ４ いつまでに申請しなければならないでしょうか。

Ａ４ 法律の施行から１年間は、登録を受けなくとも賃貸住宅管理業を営むことができる
経過措置があります。

Ｑ５ 申請書類の誓約書等は、押印が必要でしょうか。

Ａ５ 誓約書など申請書類に押印は不要です。

２，業務等に関する質問

Ｑ１ 業務管理者は他の業務（例：専任の宅地建物取引士）との兼務は可能ですか。

Ａ１ 同じ事務所で他の業務との兼務は違反ではありませんが、 他の営業所の業務管理
者を兼務することはできません。

Ｑ２ 重要事項説明は業務管理者が説明しないといけないですか。

Ａ２ 必ずしも業務管理者が説明する必要はありませんが、一定の実務経験を有する者
など、専門的な知識及び経験を有する者に説明させることが望ましいです。

Ｑ３ 法の施行前に締結された管理受託契約について、法の施行後に改めて重要事項
説明及び書面交付、契約締結時書面の交付を行う必要がありますか。

Ａ３ 法の施行前に締結された管理受託契約については、法の施行後に改めて重要事
項説明等を行う必要はありません。



０ ３   ２２１  名古屋中

￥９００００

登録免許税の予納の方法について（賃貸住宅管理業・中部地方整備局）

最寄りの税務署で納付書の用紙を取得した後、
・名古屋国税局名古屋中税務署（税務署番号：０００４１０１１）
・国税収納を代行している金融機関（日本銀行歳入代理店、ゆうちょ銀行）

にて納付下さい。納付書は３枚複写となっておりますので、納付後渡される領収証書（③）
を第６面に貼り付け、ご提出下さい。

①１枚目納付済通知書（記入する頁）

②裏面

③３枚目・領収証書（複写式）

￥９００００

※登録申請者名
にて納付下さい。

０ ３   ２２１  名古屋中

￥９００００

￥９００００

※本頁は①に記入
することにより複写
されます。

納付書記載例

要
金融機関
領収印

００ ０４１ ０１１

０  ０  ０４１  ０１  １

登録免許税

登録免許税




